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Ⅰ 地方議会の現状と課題 

 

１ 地方議会を取り巻く環境 

 

我が国は、人口減少局面に突入し、現状が続けば、２０６０年には人口が約

８，７００万人と現在の３分の２の規模にまで減少するとともに、６５歳以上

の高齢者人口比率は４割に達することが見込まれるなど 1、社会経済や地域社

会の状況が大きく変容する中、地方公共団体は、これらの厳しい課題に対し、

地域の実情を踏まえ、的確に対応していくことが求められている。 

 

また、地方議会に関する制度については、平成１１年の地方分権一括法以降、

議会と長との関係に関する規定の整備のほか、議員定数の条例化、委員会の議

案提出権、議決事件の範囲の拡大等に加え、平成２４年の地方自治法改正にお

いて、通年会期制度や本会議における公聴会、参考人制度の導入等が図られる

など、議会の権限や自由度の拡大に資する制度改正が重ねられてきている。 

 

 

２ 地方議会の現状と課題 

 

各地方議会において、議会活性化に向けた主体的な取組が進められている一

方で、現状の地方議会のあり方については、以下のような課題が指摘されてい

る。なお、これらの課題は、相互に連関している部分があることに留意する必

要がある。 

 

（主な課題） 

・ 地方分権の進展や人口減少社会の到来を踏まえ、住民自治の根幹をなす機

関として、地域の実情に応じた効果的な議会機能の発揮が求められている。 

・ 議員の構成について、女性の議員の割合が男性の議員に比べて著しく少な

く、また、６０歳以上の議員の割合が特に町村議会において高いなど、住民

の構成と比較した場合に、偏りが見られる。 

・ 都道府県議会や町村議会において、無投票当選の割合が増加傾向にあるこ

となどに表れているように、議員のなり手の不足が深刻な問題となっている。 
・ 地方選挙の投票率が低下するとともに、都市部においては議員と住民との

関係が希薄であるなど、地方議会に対する住民の関心が大きく低下している。 

・ 政務活動費の使途の問題等により、議員の資質や活動に注目が集まるとと

もに、議会のあり方が問われるなど、地方議会及び議員に対する住民の信頼

確保が大きな課題となっている。  

                                            
1 我が国における総人口の長期的推移については、参考資料１参照 
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Ⅱ 議会制度及び議会運営のあり方 

 

１ 地方議会の役割・機能 

 
（１）議会の組織及び運営の状況 2 

 

議会の議員定数、会期日数、議案件数、議会事務局職員数は、概ね人口規模

に比例して増加する傾向にある。 

平成２５年において、平均議員定数は、都道府県議会で５８．２人、指定都

市議会で６１．５人であるのに対し、市区議会（２０～３０万人）では３２．

５人、町村議会では１２．５人となっている。 

年間の平均会期日数については、都道府県及び指定都市議会では１１５日程

度であるが、市区議会（２０～３０万人）では９１．５日、町村議会では４７．

５日となる。年間の平均議案件数については、都道府県及び指定都市議会では

２００件超であるのに対し、市区議会（２０～３０万人）では１６０．４件、

町村議会では９６．１件と大きく差がある。 

また、議会事務局の平均職員数は、都道府県及び指定都市議会では４０人超

であるのに対し、市区議会（２０～３０万人）では１３．２人、町村議会では

２．５人となり、支援体制の規模についても大きく異なる。 

 

（２）人口規模と議会の特徴 

 
地方公共団体の人口規模の大小による特徴について、類型的な傾向を整理す

ると、以下のような点が挙げられる。 
 
① 規模の大きい団体 

 
都道府県や指定都市等の大規模団体においては、所掌する事務範囲や政策

課題の選択の幅が広く、行政が複雑多岐にわたるものと考えられる。 
議会運営については、議案の処理件数、年間会期日数、議会事務局職員数

が多い状況にある。 
また、議員定数が多く、会派の結成が進んでいるが、人口流動性が大きく

議員と住民との結びつきが比較的弱いことが指摘されるほか、議員の専業化

が進み、一般的に議員の専門性を確保しやすい傾向があるのではないかと考

えられる。 
他方、長等の執行部局は大規模組織となるため、広範な行政ニーズにきめ

細かく対応できる政策形成能力を期待することができる。 

                                            
2 参考資料３参照 
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 ② 規模の小さい団体 

 
町村等の小規模団体においては、行政が住民に身近なものとなっており、

地域に密着した政策課題等への対応が多くなるものと考えられる。 
議会運営については、議案の処理件数、年間会期日数、議会事務局職員数

が少ない状況にある。 
また、議員定数が少ないこと、兼業議員の割合が高いなど、一般的に議員

の高い専門性は確保しにくい傾向があるのではないかと考えられること、人

口流動性が小さく議員と住民との結びつきは比較的強いこと、無所属議員が

多いこと、議員のなり手が少ないことなどが挙げられる。 
他方、長等の執行部局は小規模組織となるため、広範な行政ニーズにきめ

細かく対応できる政策形成能力を発揮することは困難な場合もあると考えら

れる。 
 
（３）議会の機能 

 
憲法第９３条は、住民の直接公選による議員で構成される議会を議事機関と

して設置する旨規定していることから、地方議会は、住民の代表機関であり、

議決機関であるとされる。合議制の住民代表機関としては、多様な民意の反映

が求められる。 
 
地方自治法においては、議決機関としての議会の権能に関する規定が置かれ

ているが、その中でも、議決権（法第９６条）が最も基本的であり、本質的な

ものであるとされる。議決事件については、議決によって団体意思が決定され

るものであり、議会の機能としては、まず、団体意思の決定機能が挙げられる。

利害調整・意見集約など意思決定に至る審議の過程もこれに含めて考えること

ができる。個別の議決事件については、監視機能的な側面や政策形成機能的な

側面を併せて有するものがある点にも留意が必要である。 
 
また、議会は長その他の執行機関の事務執行に対し、これを監視する機能を

担う。これは、それぞれ直接住民を代表する機関である長と議会が、相互の牽

制と均衡の関係に立つという考え方に基づくものとされる。地方自治法におい

て、議会は、検査権や監査請求権（法第９８条）、調査権（法第１００条）等を

有しており、これらの権能の活用や議案の審議・議決を通じ、監査委員の監査

とは異なり、住民の代表機関といった立場から、当該地方公共団体の行政全般

にわたる監視機能を果たすことが求められる。決算の認定（法第９６条第１項

第３号）についても、執行機関の事務執行に対する監視機能を担う議会の重要

な権能であると位置付けられる。 
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さらに、議会は、議事機関としての審議・議決、あるいは議案提出を通じ、

政策形成機能を担う。地方自治法において議員及び委員会の議案提出権（法第

１１２条第１項、第１０９条第６項）、議案の修正の動議（法第１１５条の３）、

専門的事項の調査（法第１００条の２）、条例の制定・改廃や予算等の議決権（法

第９６条第１項）等が規定され、これらは政策形成機能に資する権能であると

考えられるほか、議会の審議における政策提案等も行われている。地方分権が

進展し、地方公共団体の自己決定の領域が拡大する中、議会の政策形成機能の

一層の発揮が求められている。 
なお、「政策形成」という用語については、政策過程全体を指すとする考え方

があるが、政策の執行・監視との区別を図るため、本報告書においては、主と

して議会による「政策創出・定立」の側面に着目した概念として用いることと

する。 
 
以上の議会機能については、監視機能を発揮することにより将来の政策形成

に寄与し得るなどの相互作用にも留意する必要がある。 
また、議会の議決事件の範囲については、地方自治法第９６条第２項による

追加が可能である。 
 なお、地方自治法第９６条第１項に係る議決事件の範囲の拡大及び予算の修

正権限の範囲の問題について検討が必要であるとする意見があった。 
 
（４）人口規模等の観点からの議会の役割・機能の分析 

 
議会の役割・機能については、人口規模や長側の組織的な政策形成能力との

関係から、以下のような類型的な傾向を分析することができる。 
 
① 団体意思決定機能 

 
団体意思の決定機能は、議決権を有する議会の本質的機能であり、人口規

模等にかかわらず、適切にその機能を果たしていくことが求められるが、議

会の審議・議決における多様な住民意思の反映と調整・集約の観点から、以

下の点を指摘することができる。 
 
（大規模団体の議会） 

議員数は多いが、議員一人当たりの住民数も多いことから、一般的に議員

と住民との距離が遠く、議員と住民との結びつきが比較的弱いことが指摘さ

れる。このような中、意思決定に当たっては、団体内の複雑な利害や住民の

多様な意見等を的確に把握し、利害調整・意見集約していくことが求められ

る。 
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このため、議員個人の活動に加え、会派による議会活動の重要性が高いも

のと考えられる。 
 
（小規模団体の議会） 

議員数は少ないが、議員一人当たりの住民数が少ないことから、一般的に

議員と住民との距離が近く、議員と住民との結びつきが比較的強いことが指

摘される。このような中、意思決定に当たっては、それぞれの議員が、地域

の利害や身近な住民意見等の把握に努め、議会において審議し、意見集約し

ていくなど、議員個人の活動の重要性が高いものと考えられる。 
 
② 監視機能 

 
  議会の監視機能については、各議会において、決算審議の充実の取組や検

査権、監査請求権、調査権等の一定程度の活用がなされている状況にあるが 3、

長と議会との権力分立、相互の牽制と均衡の観点からは、執行機関に対する

議会の監視機能の重要性をあらためて認識する必要があるのではないかと考

えられる。 
なお、議会の監視機能は、長と議会多数派の党派性が異なるときに発揮さ

れやすいという側面を指摘することもできる。 
 
 （大規模団体の議会） 

  議員数が多く、また、議員の専門性を確保しやすい傾向が考えられること、

政党・会派を通じて様々な利害を代表することができることからは、一般的

に、長の事務執行に対する監視機能を発揮しやすい議会の構成であると考え

られる。 
 
 （小規模団体の議会） 

  議員数が少なく、また、議員の高度の専門性を確保しにくい傾向が考えら

れることからは、専門的に掘り下げた監視機能を長の事務執行全般にわたり

発揮することは難しい場合もあるが、議会における審議・議決等を通じて一

定の監視機能を果たすことが求められる。 
 
③ 政策形成機能 

 
政策形成機能については、団体の規模にかかわらず、高度に機能を発揮し

ている議会もあることから、議会による政策課題の提示、政策提案、政策条

例の議員提案等の政策立案など、可能な範囲と適切な方法により、各議会が

                                            
3 参考資料３参照 
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工夫して機能を発揮していくことが基本となるものと考えられる。 
また、議会が独自の政策形成機能を果たすためには、議会としての多様な

住民ニーズ等の把握が極めて重要である。 
なお、議会の政策形成機能の充実を図るときに、議員立法という形式のみ

に注力することが適切なのかとの意見があった。 

 

 （大規模団体の議会） 

議員数が多く、議員の専門性を確保しやすい傾向が考えられること、政策

課題の選択の幅が広く、議会事務局の支援体制も大規模であることからは、

一般的に、議会として政策形成機能を発揮しやすいものと考えられる。 
また、複雑多岐にわたる行政課題へ的確に対応していくため、多様な住民

意見の集約や利害調整の重要性が高いことから、会派を通じた政策形成の必

要性が高いものと考えられる。 
なお、長側の組織的な政策形成能力が高い場合に、議会は監視機能に重点

を置くという考え方もあり得るのではないかとの意見があった。 
 
 （小規模団体の議会） 

  議員数が少なく、議会事務局の支援体制が小規模であることからは、議会

による高度の政策形成機能の発揮は難しい場合が指摘される。 
他方、長側の組織的な政策形成能力との関係からは、地域の政策課題等に

ついて、議会としても、住民と連携しつつ政策形成に関わっていくことが求

められる場合も考えられる。 
 
（５）議会機能の充実のあり方 

 
このような、人口規模等の観点からの議会の役割・機能の分析を踏まえた上

で、各議会において、それぞれの地域の実情に合わせて、団体意思決定機能、

監視機能、政策形成機能の充実・強化を図ろうとする場合（複数の機能を充実・

強化する場合も含む。）には、議会運営や議会事務局の支援機能等の議会のあり

方に関する検討事項として、以下のような点を挙げることができる。 
 
 ① 団体意思決定機能の充実を図る場合 

 
・ 議会における審議の充実を図るとともに、公聴会（法第１１５条の２第

１項）等の積極的な活用による住民意見の把握の充実が考えられる。 
 
② 監視機能の充実を図る場合 

 
・ 議員には、行政分野全般にわたる専門的知見が必要となるため、計画的
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な研修等の充実や、長等の執行部局からの情報入手など議会事務局の支援

機能の充実が望ましい。 
・ 議会の専門性を補完するため、公聴会等の積極的な活用が考えられる。 
・ 議会運営としては、会期日数を年間通じて一定程度確保し、監視機能を

十分に発揮できる環境を整えることや、検査権、監査請求権、調査権等を

適切に活用することが考えられる。 
・ 議会の決算審議と予算編成との連携強化を図るほか、決算審議における

個別の指摘事項を議会として取りまとめ、長と共有するとともに、住民に

公表することも考えられる。 
 
 ③ 政策形成機能の充実を図る場合 

 
 ・ 議会としての専門性を高めるため、時宜を得た政策テーマについての研

修等の充実や、議会事務局職員の資質の向上、議会図書室の機能向上など

議員の調査研究に対する支援機能の充実が求められる。 
 ・ 議会の専門性を補完するとともに、委員会等での審議の充実を図るため、

公聴会、参考人（法第１１５条の２第２項）、専門的事項に係る調査制度を

積極的に活用することなどが考えられる。 
・ 地方自治法第９６条第２項に基づき、例えば、地方公共団体の基幹的な

計画等を議決事件に追加するなど、長とともに重要な政策の形成に関与し

ていくことが考えられる。 
 
 
２ 人口が著しく減少した団体における議会のあり方 

 
（１）町村総会 

 
 地方自治法に基づき、町村は条例で、議会を置かず、選挙権を有する者の総

会を設けることができるとされている（法第９４条）。これは、憲法は代表民主

制、代議制を採用するものであるが、住民が少なく、代議制によらなくとも、

事実上一堂に会して会議を開き、代議制に近い討議ができるといった団体につ

いては、住民総会を採用することができるという考え方に基づく制度であると

考えられる。 
 町村総会は、地方自治法施行直後に例はあったものの、現在採用している地

方公共団体はなく、人口が著しく減少した団体における一つの選択肢ではある

が、人口が一定規模以下に減少した場合に一律に町村総会の設置により対応す

べきという議論は困難である。 
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（２）議会制度・機能の住民参加による補完のあり方 

 
 人口が著しく減少した団体については、議会として団体意思決定機能を果た

すことが求められることは当然であるが、政策形成機能、監視機能を少人数の

議員のみで同程度に発揮することは困難になることも想定される。このような

場合には、議会機能の住民参加による補完が考えられる。 
 なお、本報告書においては、「住民参加」という用語は、議会と住民との連携

を図るためになされる住民の参加を広く指すこととし、議会の決定過程への参

加のみならず、議場外での参加も含む概念として用いることとする。 
 
（政策形成機能の補完） 

人口が著しく減少した場合、特に行政サービスの見直しなど「負の分配」

が求められる局面において、議会として地方公共団体の政策形成に積極的に

関与することが必要となる場合があるのではないかと考えられる。 
その際には、政策形成過程への住民の参加を求めることにより、多様な利

害を出し合い、議論した後、議会として意思決定することなども想定される。 
 
（監視機能の補完） 

 議員定数が著しく少ない場合には、その人数で地方公共団体の幅広い行政

事務の執行を十分に監視することは難しいのではないかと考えられる。前記

のように、議会が政策形成への関与を強めなければならないような状況にお

いては、議会は政策形成における知恵袋的な機能を担い、監視機能について

は、住民参加により補完する方向性もあるのではないかと考えられる。 
 
 
３ 議会制度に関する個別論点 

 
（１）招集権 

 

議会の招集権については、平成１８年の地方自治法改正により、議長に臨時

会の招集請求権が付与されるとともに、議長又は議員からの請求に対して２０

日以内に長が招集することが義務付けられていたが、近年、議会の側からの臨

時会の招集請求があっても長が招集しないという事例が生じ、このような異例

の事態に対処するため、平成２４年の改正により、長が臨時会を招集しないと

きは、議長が招集することができること等の改正がなされたところである（法

第１０１条）。この場合の議長の招集は、招集権が長に専属するという原則を維

持したまま、その特例として、例外的に長以外の者に付与するものとされてい

る。 

このような個別の逸脱事例への法的措置が講じられるとともに、通年会期制
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の導入がなされ、議会側が必要と認めるときに随時の議会開催が可能となって

いる中、さらに対応すべき点があるかが問題となる。 

 

議会の招集権が長に専属するという考え方の論拠としては、長が地方公共団

体を統轄し、これを代表する（法第１４７条）ということを原則とする地方自

治制度の体系等が挙げられているほか 4、議案の大部分が長の提出であるとい

う実態があること、議長は、議会が成立し、選出されてはじめて存在すること、

執行部局の議会出席義務により執行機関の事務に支障を及ぼす懸念があること

などが挙げられる。これに対しては、統轄代表権の規定は法的根拠として十分

ではないのではないかという指摘のほか、通年会期制が導入された現在、議会

が頻繁に開催されることとなるとの懸念は主張できないのではないかとの指摘

もある。 

また、一般的な招集権を議長に付与すべきとし、論拠として、長と議会の二

元代表制の統治構造や長を監視する議会は自立的に参集すべきことや、議員や

委員会の議案提出権、議員のみでの議会審議の存在を指摘する意見がある。こ

のような主張に対しては、我が国の二元代表制の構造から直ちに議長の招集権

が導き出されるほどにはその概念が明確ではないこと、実態として議会側から

の議案提出はなお一部にとどまることなどが指摘される。 

以上のような議論の対立に関しては、実際上の問題が生じていない限り、議

論は決め手に欠けるのではないかとの意見があった。 

 

（２）決算の認定 

 
① 決算審議の充実 

 
近年、議会が決算審議を重視する傾向が見られる。例えば、予算特別委員

を務めた議員が、決算特別委員として当該予算の執行状況をチェックすると

いう運用例や、９月定例会の決算特別委員会において、議会として「意見・

提言」を取りまとめ、２月定例会でそれに対する「措置状況報告書」を長か

ら提出させ、予算審議を行うという事例がある。 
 

これらの取組は、議会が決算の審議を通じて長の事務執行をチェックし、

次年度の予算編成など地方公共団体の政策形成への関与を強化しようとする

問題意識に基づくものであり、決算審議の充実に資するものであると言うこ

とができる。 
 
 

                                            
4 新版逐条地方自治法〔第７次改訂版〕（松本英昭著）Ｐ３９２参照 
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② 決算の認定に係る制度のあり方 

 
議会における決算の認定については、第２９次地方制度調査会答申におい

て、「仮に議会が決算を認定しない場合には、まずは、議会が、その審議等を

通じ、長の予算執行や政策遂行上の問題点等決算を認定しない理由を長や住

民に対して明らかにするよう努めるべきである」とし、「長は、議会から指摘

された問題点等に関しては、決算の審議において、その原因や善後策等を十

分に説明するとともに、決算が認定されなかった場合には、住民に対しても

その善後策等を説明するよう努めるべきである」との提言がなされている。 
この点については、議会が決算を認定しなかった事例として、平成２１～

２３年度の３カ年において、都道府県で２団体２件、市区で２５団体３４件、

町村で３３団体４０件が存在するが 5、これらの事例においては、決算を認

定しないとする理由は議場において明らかにされるとともに、その後の長の

対応状況について、一部の事例を除き、議会の審議を通じたフォローアップ

がなされている状況が見られる。 
 
  決算が認定されなかった場合、その目的は、長に対し議会が指摘した問題

点等に対する善後策等を求めることなどにあるものと考えられるが、長と議

会との権力分立ないし権限配分の観点からは、単に、長の事務執行について

必ず善後策等を講じることを義務付けることにはならないのではないかと考

えられる。 
地方自治法においては、長は、歳入歳出予算の執行状況等の財政状況や議

会の認定に付した決算の要領を住民に公表しなければならないと規定され

（法第２４３条の３第１項、第２３３条第６項）、議会による監視だけでなく、

住民による直接の財政運営の監視にも資する制度となっている。 
 

議会が決算を認定しなかった場合に、一部の事例においてその後の論議が

なされていないという状況が見られることを踏まえると、例えば、長が善後

策等を講じた場合にその旨を住民に公表することなど、決算審議を通じた監

視機能の充実・強化を図る仕組みを検討することにも意義が認められるので

はないかと考えられる。 
 

  

                                            
5 参考資料３参照 
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Ⅲ 地方議会の議員に求められる役割 

 
１ 地方議会の議員に求められる役割・資質 

 
（１）地方議会の議員の代表性と専門性 

  
① 代表性 

 
  国会議員については、憲法第４３条において、「全国民の代表」と定められ、

その意味は、通常、議員は選挙区ないし後援団体など特定の選挙母体の代表

ではなく、全国民の代表であり、選挙母体の訓令に拘束される命令委任は禁

止されるとする政治的代表の考え方に加え、国民意思と代表者意思の事実上

の類似を重視する社会学的代表という意味も含むものと理解されている 6。 
 
  これに対し、地方議会の議員については、憲法第９３条第２項において、

住民の直接選挙によるとのみ定められ、「代表」についての明確な規定がない

ことから、その代表性の理解が問題となるものである。 
この点については、地方議会の議員の選挙制度において、都道府県及び指

定都市議会では一定の区域を選挙区としているが、その他市町村議会では原

則として市町村の区域をもって選挙区とすることとされ 7、特定選挙区とい

う意味での「地域」代表的な性格の有無は異なる状況にある。他方、各地方

議会においては、議会基本条例等を制定し、「住民の代表」、「住民全体の利益」

等について規定する例が見られる。 
 
  また、地方議会については、多様な層の幅広い住民が議員として議会に参

画すべきという点が問題とされることが多い。これについては、国会議員の

場合、「全国民の代表」とされ、国民主権原理と結びつくものであるのに対し、

地方議会の議員の場合には、それに直接対応する概念がないことに起因する

ほか、住民自治の充実の観点から、地域の多様な住民意思を地方議会に可能

な限り公正かつ忠実に反映させるという社会学的代表の考え方を重視するも

のと捉えることもできるとの指摘があった。 
 

さらに、団体の意思決定に対する住民の納得性の観点からの代表性の捉え

方もある。この場合の代表性は、次に述べる専門性との対比では、自らの代

表として投票と結びついた代表が選出されていることが重要となる。例えば、

一人区では死票が多くなり、死票を投じた有権者にとって納得性は低くなる

                                            
6 憲法〔第５版〕（芦部信喜著）Ｐ２８２～２８５参照 
7 参考資料１９参照 
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が、大選挙区制を採る場合には納得性は高くなると言うことができる。 
 
② 専門性 

 
議員に求められる資質として、専門性が挙げられる。ここでいう「専門性」

とは、特定の政策分野に関する高い専門的知見を有しているという意味のほ

か、地域の政策課題を的確に把握し、必要な情報収集を行いながら、議会に

おいて政策提言、立案等を行うことや、合議体の議会において、意見集約し、

合意を得るための調整能力等も専門性に含めて考える必要がある。 
  住民の納得性の観点からは、説明の説得力が高いことから団体の意思決定

に納得するというものが、専門性的な理解と考えられる。 
 

このような専門性は、議会全体として有していればよく、すべての議員が

平均的に持っている必要はないと言うことはできるが、監視、政策形成など

議会機能を一層発揮していくためには、議会として、議員の専門性を高める

ための研修等を行うとともに、それを上回る専門的知見については、公聴会

や参考人制度等の活用を図りながら、議会の専門性を高めていくことが可能

である。 
 
③ 人口規模による傾向分析 

 
議会機能との関係からは、小規模団体の議会においては、議員は住民の代

表として団体の意思決定に正統性を与えることがより重視され、その立場か

ら監視や政策形成を行うことが多いのではないかと考えられる。その場合の

議員の「代表性」については、住民全体の構成や意思から大きく乖離してい

ないことが重要となると理解される。さらに、今後「負の分配」が問題にな

ってくるような場合には、代表性の側面が非常に重要になってくるものと考

えられる。 
これに対し、大規模団体の議会の議員については、代表としての立場に加

え、長の財政運営等について専門的な見地から判定する能力など「専門性」

の要請が高くなるのではないかと考えられる。 
 
（２）地方議会の議員の位置付け・役割の明確化 

 
 議員の位置付けやその職責・職務を法制化すべきであるとの意見があるが、

この点については、第２９次地方制度調査会答申において、「今後の地方分権の

進展や議会機能の充実・強化に伴う議員活動の実態を踏まえ、政治活動と公務

との関係、議員の活動についての住民への説明責任のあり方、職責・職務の法

制化に伴う法的効果等を勘案しつつ、引き続き検討することが必要である」と
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指摘されている。 
議員の活動は、議会における審議・討論にとどまるものではなく、政策形成

のための調査研究活動や住民の意思を把握するための諸活動等、広範にわたる

ことが指摘されるが、平成２４年の地方自治法改正（議員立法）により、政務

活動費の交付対象として、「議会の議員の調査研究」に加え「その他の活動」が

規定されたところであり、この範囲の解釈が政治活動と公務との関係という点

について一定の基準を与えるものと考えられる。 
この点、議会活動以外に議員が日常的に行っている議員活動が住民に十分に

認識されておらず、そのことが議員定数の削減や議員報酬の引き下げの主張に

つながっている面があるのではないかとする意見があった。 
  
各議会においては、このような議会活動以外の議員活動の重要性を踏まえ、

議会基本条例等に議員の責務、役割、活動原則等として、住民意見の把握や反

映、議員活動の説明責任等について規定する例が見られる。なお、これらの規

定例の中には、「県民の代表として県民全体の利益を考え」とするものなどが見

られ、他方、これに対しては議員の代表性の理解との関係を整理する必要があ

るのではないかという指摘もある。 
 議員の位置付け・役割の明確化については、これらを踏まえ、さらに検討す

ることが必要である。 

 
 
２ 議員の活動の支援機能のあり方 

 
（１）議会事務局の支援機能 

 
議会事務局については、第２９次地方制度調査会答申において、地方公共団

体の自主的な政策立案の範囲の拡大等を踏まえ、議会の政策形成機能や監視機

能を補佐する体制が一層重要となるとした上で、「政策立案や法制的な検討、調

査等に優れた能力を有する事務局職員の育成や、議会図書室における文献・資

料の充実など議会の担う機能を補佐・支援するための体制の整備・強化が図ら

れるべきである」との指摘がなされている。 
 
① 議員の調査研究等に対する議会事務局のサポート体制の充実 

 
 議会事務局の人員体制面での充実については、都道府県等において政策調

査を担当する課室の設置が進んでいるが、事務局の職員数は、行革等により

増員は難しい状況にある。また、議長には、議会事務局長以下の補助職員の

任免権が与えられているが（法第１３８条第５項）、執行機関の職員として採

用された者が、執行機関の人事ローテーションの中で議会事務局に配属され
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ている実態がある。 
このような状況の下、議会事務局のサポート機能の充実を図るためには、

全国研修機関等による研修の積極的な活用などにより事務局職員の専門性の

確保を図るほか、専門的知見を有する大学院生を任期付き職員として採用す

ることも考えられるとの意見があった。なお、専門性の高い職員を確保する

ために議会事務局の在任期間を長くすることについては、多様な行政分野を

経験させるという職員の育成面での課題等も指摘される。 
 
 ② 議会事務局の共同設置 

 
議会事務局は、全ての都道府県議会及び市議会で設置されているが、町村

議会においては、平成２５年７月現在、６団体で設置されていない状況とな

っている。 
平成２３年の地方自治法改正により、議会事務局及びその内部組織、議会

の事務を補助する職員について共同設置することができることとされ（法２

５２条の７）、小規模な団体で単独での事務局の充実が困難な場合や一層の事

務局機能の強化を図る場合などにおいては、法制担当課や法制担当職員等を

共同設置するなどの連携も考えられる。ただし、議会事務局の共同設置につ

いては、各議会によって議会運営が異なること、議会が同時期に開催される

ことなどの課題が指摘されるところである。 
 
③ 議会図書室等の調査研究支援機能のあり方 

 

議会図書室は、全ての議会において、議員の調査研究に資するために附置

することとされている（法第１００条第１９項）。 

各議会における図書室の機能については、図書室の文献・資料等の蔵書数

が団体の規模等に応じて大きく異なるほか、司書資格を持った専任職員の配

置など図書室スタッフの資質向上に向けた取組が見られる。 
調査研究支援機能の充実については、ＩＣＴの活用による議会図書室機能

の共有化や、全国に共通する課題等については議長の全国的連合組織による

調査研究や情報提供等を活用することが考えられないかとする意見があった。 
 
（２）議員の専門性を高めるための研修等の充実 

 

 議員に求められる専門性は、通常、議会活動を通じて、議員としての活動年

数等に応じて高められていく側面は指摘されるが、地域の実情に合わせた議会

機能の重点化との関係から、議員の専門性を高めるための研修等の充実が求め

られる。 

専門的な研修等の充実に当たっては、各議会のイニシアティブによって、研
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修内容、頻度等が決定されるべきものであるが、その際には、各議会において

実施される議員研修の充実のほか、議長の全国的連合組織、全国市町村アカデ

ミーや全国国際文化研修所等が主催する各種研修会など、様々な研修機会の積

極的な活用が期待される。 
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Ⅳ 多様な層の幅広い住民が議員として地方議会に参画するための方策 

 
１ 地方議会の議員の構成の多様性の確保 

 
（１）現状の地方議会の議員の構成 8 

 
議員の構成については、女性の議員の割合が男性の議員に比べて低く、平成

２５年１２月現在で、都道府県議会では８．８％、指定都市議会では１６．５％、

市議会では１３．１％、特別区議会では２５．９％、町村議会では８．７％と

なっている。 

また、年齢別の状況については、６０歳以上の議員の割合が、都道府県議会

では４５．１％、市区議会では５５．２％、町村議会では７１．５％となって

おり、特に町村議会において高くなっている。 

専業議員の割合については、都道府県議会では５０．２％、市区議会では３

６．４％、町村議会では１９．１％となっており、特に市区議会で専業化が進

行している状況が指摘されている。 
 

合議制の住民代表機関としての議会の構成については、住民の多様な意見を

反映できるものとなっているかという観点から、議員の性別、年齢層、職能等

について住民の構成との乖離が指摘されるが、どの程度の乖離までを許容範囲

と考えるかという点については、議員の選出段階において乖離が生じたとして

も、議会の意思と住民の意思が乖離しないよう、住民の幅広い意見を把握する

ための議会及び議員の活動を行うことにより対応することも考えられる。 
 

 これらのことから、議員構成と住民構成の乖離の問題については、一律にそ

の是非を論じることはできないが、例えば、女性の議員や６０歳未満の議員の

割合が極めて少ないという現状を変えるための方策を考えていく必要があると

いうことは言えるのではないかと考えられる。 
 なお、この問題については、選挙制度のあり方とも関連するものと考えられ

る。 
 
（２）議員の多様性確保の意義 

 
 議員構成が偏っていることは、性別や年齢層など自らの属性とは異なると考

える住民が立候補しにくく、議員のなり手不足の一因となっていることのほか、

住民の属性と異なることによる議員との距離感が広がり、地方議会に対する関

心の低下、意思決定に対する納得感の低下にもつながっているのではないかと

                                            
8 参考資料８参照 
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考えられる。 
 多様性の確保は、議員のなり手の確保、議会と住民との関係構築の観点から

の意義を指摘することができる。 
 
 
２ 勤労者等の立候補を促進するための制度環境の整備 

 

（１）議員のなり手の確保 

 

地方議会の議員数は、平成１０年において約６万３千人であったが、市町村

合併の進展等により、平成２５年には約３万４千人と概ね半減している 9。こ

れは、町村議会議員数が大きく減少していることが主な要因となっている。 

一方で、統一地方選挙における無投票当選者数の割合については、平成２３

年において、都道府県議会では１７．６％、指定都市議会では０％、その他市

議会では１．６％、町村議会では２０．２％となっている。都道府県議会及び

町村議会においては増加傾向にあるなど 10、議員のなり手不足は深刻な課題と

なっている。 
 

① 議員報酬等 

 
  議員報酬については、議会及び議員の活動等との関係から様々な指摘がな

されているが、議員一人当たりの平均報酬月額は、平成２５年度において、

都道府県議会では７９１千円、指定都市議会では７６６千円、その他市議会

では４０２千円、特別区議会では６０７千円、町村議会では２１０千円とな

っている 11。 
  この点について、町村議会においては、兼業議員が約８割を占めているが、

議員報酬が低く、意欲のある若者が専業議員として参画できない状況がある

のではないかという指摘があるとともに、政務活動費が交付されない議会が

多いことにも留意する必要がある。 
  このような実態を踏まえると、議員のなり手の確保の観点から、各議会の

実情に応じ、議員報酬等のあり方を検討することも重要ではないかとする意

見があった。 
 
② 勤労者の立候補 

 
  勤労者の立候補については、第２９次地方制度調査会答申において、「立候

                                            
9 参考資料１０参照 
10 参考資料１１参照 
11 議員報酬については、地方公務員給与の実態（総務省）を参照 
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補を容易にするため、これに伴う休暇を保障する制度や、議員活動を行うた

めの休職制度、議員の任期満了後の復職制度等を導入することなどが考えら

れる」とされ、「我が国における労働法制のあり方やその背景となる勤労者の

意識、勤務実態等にも関わる課題であることから、まずは、議会の活動を社

会全体で支えていくべきであるという意識の醸成に努めつつ検討していくべ

きである」と指摘されている。 
労働基準法では、公民権行使の保障の規定が置かれ、「被選挙権の行使」と

して、立候補届出のための行為のほか、法定期間中の選挙運動も含まれると

解されているが 12、さらなる環境整備については、上記の指摘を踏まえ、引

き続き検討していくことが必要である。 
 
③ 公務員の立候補制限と議員の兼職の禁止 

 
  公務員の立候補制限の緩和や地方議会の議員との兼職禁止の緩和などの方

策が必要ではないかとの意見については、第２９次地方制度調査会答申にお

いて、「公務員が政治的活動と密接不可分である議員活動を行うことについて

の社会的な理解が得られることが前提となることから、公務員の職務の公正

な執行や職務専念義務のあり方等にも配慮しつつ、前記のような休暇制度、

休職・復職制度等の導入に関する検討と併せて、引き続き検討の課題として

いくべきである」と指摘されている。 
公務員が地方議会の議員を兼ねることについては、行政分野に通じた人材

が議員として活動することになり、有益な面があるとの指摘があるが、一方

で、公務員の政治的中立性との関係が課題となる。具体的には、都道府県の

職員が住所を有する市町村の議会議員を兼ねる場合や、市の職員が住所を有

する町村の議会議員を兼ねることなどが想定される。これについては、前者

は補助金等の交付などの利害が関係する場合が考えられるため慎重な議論が

必要ではないか、後者については、より柔軟に議論できるのではないかとの

意見があった。また、議会の開催日数を確保して議会機能の活性化を図ろう

とする昨今の方向性からは、公務員が長期間職務を離れることは現実的には

難しいのではないかとの意見があった。 
公務員の立候補制限については、現行制度において職員が立候補した時点

で失職となることを緩和する議論はあり得るのではないかとの意見があった。 
 
（２）柔軟な議会運営の工夫 

 
 多様な人材が議員として活動することを容易にする観点からは、第２９次地

方制度調査会答申において、例えば、毎週定期的に会議を開催するなどの議会

                                            
12 労働基準法上－労働法コンメンタール３－［平成２２年版］（厚生労働省労働基準局 編）Ｐ１０３参照 
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運営が考えられ、特に、基礎自治体の議会において柔軟な議会運営を可能とす

る要請は高いこと、勤労者が議員として活動することを容易にするため、例え

ば、夜間・休日等に議会を開催するなどの工夫を図ることが考えられることな

どが指摘されている。 
この点、平成２４年の地方自治法改正においては、多様な層の幅広い住民が

議員として参画できる議会の実現や議会審議の充実・活性化といった観点から

指摘されている課題を踏まえ、通年会期制（法１０２条の２）が創設されたと

ころである。 
 
夜間・休日等議会の開催状況については、平成２４年において、市区議会で

は、休日等議会は１９団体（延べ２４日）、夜間議会は２団体（延べ２日）で開

催され、町村議会では、休日等議会は３２団体（延べ４４日）、夜間議会は１９

団体（延べ３２日）で開催されており、住民の傍聴等の利便を考慮したものと

なっている 13。 
議員活動の便宜を図る観点からは、市議会、特に都市部では専業化が進まざ

るをえない実態があることから、兼業を前提として夜間・休日等の議会開催を

推進することは困難であるとする意見がある一方、議員のなり手不足が深刻な

問題となっている議会においては、夜間・休日等の議会開催について検討する

ことも有益ではないかという意見もある。 
 
また、通年会期制においては、定期的に会議を開く日を条例で定めることが

でき、平成２６年１月現在において、１県４市８町村で採用されている。また、

通年会期制によらず、定例会を条例で年１回と定めているものは、２県１１市

２２町村となっている 14。今後、これらの制度を活用した柔軟な議会運営の取

組が行われることが期待される。 
 
  

                                            
13 参考資料１３参照 
14 参考資料１５参照 
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Ⅴ 地方議会における政党及び選挙制度のあり方 

 
１ 地方議会における政党等のあり方 

 
（１）地方議会における政党及び会派の状況 15 

 
地方議会における政党に所属する議員の状況は、平成２５年１２月現在にお

いて、都道府県議会では２，１７４人（８２．１％）、指定都市議会では９７２

人（８１．１％）、中核市議会では８９４人（５３．７％）、その他市区議会で

は５，６１５人（３３．１％）、町村議会では１，３８１人（１２．１％）とな

っており、団体の規模が小さくなるに従って、その割合は低くなっている。 
また、会派については、都道府県議会、指定都市議会及び中核市議会では全

団体で結成されているが、その他市区議会では、平成２５年１２月現在で、６

７０団体（８９．５％）、町村議会では、平成２５年７月現在で、１５４団体（１

６．６％）となっている。 
  
（２）政党に期待される役割・機能 

 

 政党の機能としては、一般的に、有権者の利益・意見を集約し、代表する機

能、政治リーダーの補充・選出・提供機能、有権者の利益・意見を政策に転換

し実行に移す機能があるとされている 16。 
 また、有権者にとっては、地方政治で政党化が進んだ場合には、政党が候補

者の選定・育成、議員活動の支援等を行い、政策を競うことにより、有権者に

多様で有効な選択肢が提示され、政党を通じての議員の選択が容易になること

が考えられる。 
さらに、必ずしも候補者や議員と個人的なつながりを持たない住民にとって

は、政党による広汎な活動に触れることで、地方政治との関連を持つための道

具としての政党の機能も考えられる。 
 このほか、地方議会における、いわゆる地域政党の活動も見られる。地域政

党は、それぞれ特定の地域を中心に活動を展開しており、地方議会において、

住民生活に直結する課題等の特定の政策提示を行う機能を指摘することができ

る。 
 
このように、政党は地方政治ないし地方議会と住民とをつなぐ導管の役割を

果たす可能性があることを指摘することができるが、一方で、大規模団体の議

会では、実際に政党化が進んでいるのに対し、小規模団体の議会ではそうでは

                                            
15 参考資料１７参照 
16 政治学講義〔第 2版〕（佐々木毅著）Ｐ１８７～１８８ 
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ない現状にも留意する必要がある。 
 
 
２ 現行の選挙制度が有権者及び議員の行動に及ぼす影響 

 
現行の地方議会の選挙制度について、有権者及び議員の行動に対する影響と

しては、以下のような点が指摘される。 
・ 人口規模の大きい団体においては、地域コミュニティが希薄となり、議員

との個人的なつながりが持ちにくくなっている結果、大選挙区制では候補者

を選択しにくいなどの状況が見られる。 
・ 定数の著しく多い大選挙区においては、候補者間の実質的な競争が確保さ

れにくくなり、当選へのハードルが低くなり過ぎる場合がある。 
・ 現状の議員の構成に偏りがあることから、有権者と議員との距離感が広が

っているのではないか。 
・ 都道府県議会議員選挙については、一人区が全選挙区の約４割を占めてい

る。死票が多く、議員の多様性を確保しにくいため、有権者の関心や投票意

欲が薄らいでいる面もあるのではないか。 
 
 
３ 有権者の実効的な選択を可能とする選挙制度のあり方 

 
（１）実効的な候補者の選択 

 
有権者が的確に判断・選択できるような選挙制度を考える場合には、政党単

位での選択が可能となる比例代表制や、大選挙区制について選挙区を現状より

も定数の少ないものにすることのほか、連記制も検討対象となり得る。 
比例代表制及び連記制については、議員の多様性の確保の観点からの有効性

も考えられる。 
また、選挙制度については、議員にふさわしい人物を選定するという点に加

え、候補者の競争性を確保するという点も考慮する必要がある。 
 
（２）選挙制度のあり方 

 

① 比例代表制 

 
地方選挙について比例代表を考える場合には、都道府県等の大規模団体の

議会と町村議会レベルでは政党化の状況に大きな差異があることを考慮する

必要がある。 
 



 

22 
 

まず、有権者の実効的な選択の観点からは、政党が候補者の発掘・選定を

行うことにより、一定の資質を確保することが期待されるとともに、議員の

なり手の確保が図られること、選択肢の数がしぼられること、政党間の政策

の違いによる選択が可能となることなどが挙げられる。 
また、政党が比例名簿を調整することにより、候補者の多様性（性別、年

齢、専門性）を確保しやすいことが挙げられる一方で、無所属の立候補が制

約される点が指摘される。死票が少なくなることからは、有権者の投票参加

意欲が促進される可能性があるとの指摘もある。 
制度の導入に当たっては、地域ごとに多種多様なタイプの政党が結成され

ることも想定され、その場合に地方選挙制度において「政党」をどう設定す

るのか、現行の選挙制度からの大幅な変更となるため社会的合意形成が困難

であることなどの課題が挙げられる。 
さらに、団体規模に応じて政党化の進行には大きな開きがあるため、地方

選挙に一律に政党中心の比例代表制を導入することは難しいのではないかと

する意見のほか、政党化が進んでいない団体に対して名簿式比例代表制を導

入することは困難であることからは、連記制の方が検討しやすいのではない

かとの意見があった。 
 
② 選挙区の設定 

 
地方選挙において選挙区を設定することについて、有権者の実効的な選択

の観点からは、有権者が候補者を把握しやすくなり、有権者と議員との距離

が近くなることなどが挙げられる。 
選挙区の設定の影響については、一人区（小選挙区制）に近づくほど、新

人が立候補しにくいこと、選挙人の選択の範囲が狭くなること、死票が多く

なることなどが指摘される。 
また、選挙区を設定する場合、現行制度に基づき、都道府県及び指定都市

のほか、その他市町村においても一定の場合には条例で定めることにより選

挙区の設定が可能であるが 17、選挙区の規模（定数配分）や区割りを実際に

どのように行うかという課題が指摘される。 
 
③ 連記制 

 
連記制については、現行の選挙区を前提として、例えば大選挙区において

制限連記制を導入することにより、政党化の状況がある場合には政党が立候

補者をセットで有権者に提示し、政党化の状況がない場合には、考え方が近

い候補者が連携して選挙運動を行うことにより、候補者の実効的な選択及び
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多様性の確保の双方の要請に応えることができるのではないかとする意見が

ある。また、どのグループにも属することのできない候補者が淘汰されると

いう機能もあるのではないかとの指摘もある。 
 

制限連記制については、戦後第１回の衆議院総選挙において採用され、一

定数の女性議員の当選が見られたことなど、現行の選挙制度より多様性が確

保される可能性が高まるのではないかとの指摘がある。 
また、有権者の実効的な選択の観点からは、候補者のグループ化が進めば、

政策の違いによる選択が可能となるが、一方で、複数人に投票することに伴

い、有権者が収集しなければならない情報が増加するという課題が指摘され

る。 
制度の導入に当たっては、連記制には定数と票数により様々なバリエーシ

ョンが生じるため、地方選挙についてどのような制度設計とするか、支持者

が一人しかいない場合の二票目以降の投票に対する評価が分かれること、開

票事務が繁雑となること、どの程度グループ化が進むのか明確でないことな

どの課題が挙げられる。 
 

なお、現在の地方選挙は、グルーピングされ、かつ個人選挙であるが、近

い考え方を持っている候補者が何人かいても一人にしか投票できないため、

近い考え方の候補者の票の割れ方によってはグループ全員が落選するという

こともあり得る。このことからは、連記制と同程度の効果があるものとして、

票をグループ内で移譲できるような方式も考えられるとする意見があった。 
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Ⅵ 住民参加の充実、住民の信頼確保を図るための地方議会のあり方 

 
１ 住民に対する地方議会の情報発信のあり方 

 
（１）情報発信の状況 18 

 
地方議会の情報発信は、議会と住民との意思疎通を深めるとともに、議会へ

の住民参加の前提ともなる情報を提供するものである。 
 
地方議会においては、各種媒体を用いた積極的な情報発信の取組が行われて

いる。まず、議会に関する基本情報については、議会ホームページにより提供

されており、都道府県及び市区議会では全団体で、町村議会で９割弱の団体に

おいて開設されている。議会広報紙については、都道府県議会で約７割、市区

議会及び町村議会で９割程度の団体で発行し、議会における審議情報等が提供

されている。 
審議の公開の観点からは、傍聴に来ることができない住民に対しても、イン

ターネットによる会議中継やビデオ・オン・デマンドによる提供がなされてお

り、都道府県議会では、ほぼ全ての団体で導入され、市区議会においても、イ

ンターネット中継が約５割、ビデオ・オン・デマンドが約６割と導入が進んで

いる。町村議会は、増加傾向にあるが、導入は少数である。テレビによる会議

中継は、インターネットによる情報提供と比較して少なく、都道府県議会で約

５割、市区議会で約４割、町村議会で約２割となっている。 
 
（２）情報発信の充実の方向性 

 
地方議会の情報発信の充実は、住民の信頼確保や住民の関心を高めることに

加え、住民による議会活動のチェックにも資するものであり、このような重要

性を踏まえた取組を一層推進する必要がある。 
 
 具体的には、以下のような方向性が考えられる。 
 
・ 議会情報を提供することは、ステークホルダーとしての住民に対する報告

という意義があり、地方議会全体の信頼確保のためにも、当該地方公共団体

の住民に対してのみならず、広くホームページ等を通じて、議会活動を報告

書のような形式で公開することが重要ではないかと考えられる。 
・ 議会から発信された情報に対する住民の関心が低いことが課題であり、議

会活動の結果を発信するだけではなく、審議中の議案等に対する住民の意見
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聴取等を行うような情報発信が有効ではないかと考えられる。 
・ 議会がどのような役割を果たしているかについて、予算、決算という重要

なテーマを通じて住民に認識してもらうことが、今後の議会改革や住民の信

頼確保、住民の関心を高めるという観点から、重要な切り口になるのではな

いかと考えられる。 
 
 
２ 地方議会への住民参加のあり方 

 
（１）住民参加の意義 

 
地方公共団体における住民の参加については、選挙を通じた参加のみならず、

住民との間の「日常的なコミュニケーション回路」を充実させることが重要で

ある。 
これまで住民参加に積極的であったのは長の側であり、長が主導する住民参

加には、公募型、無作為抽出等の手法が見られるが、議会を介在させることな

く実質的な決定がなされてしまうのではないかといった懸念や、公募の選考に

よっては住民意向の把握と反映に偏りが生じる危険性などが指摘される。一方、

議会は合議制の住民代表機関として多数の議員から構成され、住民の多様な意

見を意思決定過程に反映させることが期待されるが、議会側の住民参加の取組

は積極的であったとは言えない。 
 
このような中、現状の地方議会が住民構成と乖離している状況や、住民が個々

の議員とのコミュニケーション回路を持つことは難しく、その場合にも個別の

利益の実現を図るような議員の活動は慎むべきとの指摘がなされていることか

らは、議員個人の活動に加え、議会への住民参加の充実が要請されているもの

と考えられる。 
ただし、議会という意思決定方式の基本的な理念は、議会は、住民の意見が

分かれていることを前提に、各議員が支持者の様々な意見を聴取し、審議の過

程で意見を集約し、合意を得るというものであり、合議体である議会としての

意思決定に反映させるために住民の意見を聴取する場合は限られた手続による

とする考え方が前提とされるものと考えられる。 
 
また、住民参加には、参加することによって住民の地方政治への関心を高め

る機能があるとともに、議員のなり手の確保につながることも期待される。 
さらに、住民参加により住民の関心を高めていく方策を考えていかなければ、

人口減少等により地方公共団体の行政運営が厳しい局面に直面した際に、住民

のコンセンサスを得ながら地域経営を進めていくという命題が果たせなくなる

という指摘がある。 
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（２）議会への住民参加のあり方 

 

議会機能を一層発揮していくためには、議会への住民参加の充実を図り、多

様な民意を議会における審議・議決に反映していくことが重要である。これに

ついては、以下のような方策を検討することができるのではないかと考えられ

る。 
 
① 議会の決定過程への住民参加 

 

（公聴会制度等の積極的な活用） 

議案、請願等の審査を行う場である委員会レベルにおける住民参加の充実

としては、公聴会、参考人、専門的事項に係る調査制度について、各制度の

趣旨を踏まえた積極的な活用が考えられる。 

なお、平成２１～２３年度の３カ年において、公聴会は、都道府県議会で

１団体、市区議会で９団体、町村議会で２団体において開催され、専門的事

項に係る調査については、都道府県議会では該当がなく、市区議会で１３団

体１９件、町村議会で４団体にとどまっている。これに対し、参考人の招致

は、都道府県議会で３７団体４１６件、市区議会で２１３団体１，１２０件、

町村議会で８１団体２５０件と一定の活用がなされている 19。 

 

公聴会については、重要案件の審査を周到に行うため、「真に利害関係を有

する者又は学識経験者等」から意見を聴くために開催されるものとされ、参

考人制度は、委員会の審議の充実を図るため利害関係人、学識経験者等の出

頭を求め、意見を聴取するものであるとされており、いずれも審議に資する

ため民意を聴取する方法として設けられている。 

さらに、専門的事項に係る調査制度については、議案の審査及び当該地方

公共団体の事務の調査に関し専門的な知見の活用が必要となった場合に、議

会が「学識経験者等」に専門的事項に係る調査を行わせるものである。合議

体的な運用もできる制度とされていることから、特定の政策テーマ等につい

て複数の住民に知見を求めるような住民参加としての活用が考えられる。 

公聴会や参考人制度は、意見を聴取することができるにとどまるが、より

積極的に住民に発話させる仕組みも考えられるのではないかとする意見があ

った。現行の「標準」会議規則においては、公聴会の公述人について、意見

を述べようとする者の申出を認め、それらの者も含めて公述人を決定するこ

ととされているところである。 
なお、公聴会等における住民参加については、都道府県議会など政党化さ
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れた状況においては、政党ごとに公述人が選ばれ、議員間の審議との差別化

が難しい場合が考えられるが、町村など政党化が進んでいない状況において

は、積極的な活用の余地が大きいのではないかとする意見があった。 
 

（協議又は調整を行う場の活用） 

地方自治法に基づき、議案の審査等に関し協議又は調整を行う場（全員協

議会等）（法第１００条第１２項）を設けている場合には、会議規則 20の定め

るところにより、利害関係者など住民の意見聴取を行うこともできるものと

考えられる。 

 

（委員会の設置等） 

例えば町並み保存や小学校の統廃合などの地域性の高い政策課題について、

地域住民の意見を議会として積極的に把握し、審議・意見集約を行うという

場合が考えられ、その際の意見聴取の場としては、政策分野別の常任委員会

への住民参加の充実のほか、地域別の常任委員会を設置することも考えられ

る。 
このほか、議会が住民の自由な政策提案等を受け付け、それらを常任委員

会において調査し（法第１０９条第２項）、議案提出することや、あるいは議

会の議決により特定の付議事件として特別委員会において取り扱うこと（法

第１０９条第４項）が考えられる。 

 

② 議場外での住民参加 

 
各地方議会においては、議会基本条例に基づく議会報告会等を開催し、議

員個人や会派ではなく、合議体の議会として、条例・予算をはじめ、議会で

議決した議案やその他議会活動について、住民への報告や議会と住民との意

見交換を実施する取組が広がっている。 
これは、議会としての住民への説明責任を果たすとともに、住民の多様な

意見の把握にも資する取組であり、議場外において、議会と住民とのコミュ

ニケーションの回路として機能することが期待される。 
なお、このような取組については、住民意見の把握にとどまっており、地

方公共団体の政策形成等への反映が課題であるとの意見があった。 
 
 
  

                                            
20 ｢標準｣都道府県議会会議規則第１２８条、｢標準｣市議会会議規則第１６６条、｢標準｣町村議会会議規則第１２８条
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３ 議会の活動に関する評価 

 
（１）議会による自己評価 

 
 ① 自己評価の意義・目的 

 
議会活動の評価とは、各議会における議会活動の状況を、一義的には議会

自らが点検・評価することである。 
評価結果を住民に公表することにより、議会活動の自己評価にとどまらず、

住民が議会活動をチェックするための情報提供、議会活動のＰＲ等に資する

など、議会と住民とのコミュニケーションを深めるための有効な手段として

考えることができる。また、議会改革においては、いわゆるＰＤＣＡサイク

ルの形成にも資するものである。 
議会活動の評価は、住民の信頼確保の観点からの重要性を有するものと考

えられる。 
 
② 自己評価の導入に当たっての課題 

 
自己評価の仕組みについては、地方議会の自主性・自律性にかんがみ、議

会活動について一定の方法での評価を義務付けるのではなく、基本的には、

各地方議会の有する自律権に基づいた仕組みづくりが適切であると考えられ

る。 
評価対象については、議会運営、情報公開、住民参加に関する事項などが

考えられるが、詳細な評価項目については、各議会の自己評価・点検の趣旨、

公金の支出を伴う活動か否かなどを踏まえ、主体的に選定すべきものと考え

られる。 
 
（２）評価の客観性の担保 

 
議会活動の評価については、まずは各議会における自己点検・評価としての

取組が期待されるが、評価結果に対する住民の信頼確保の観点からは、評価の

客観性が課題となる。 
 
一般的に、評価制度の目的としては、横並びで相互の優劣を付けて違いを示

すというものと、最低基準を下回っていない、標準から逸脱していないことを

確認するものがあるが、議会活動の評価については、後者の目的が基本となる

ものと考えられる。 
評価の客観性担保の方向性としては、住民代表機関としての議会の性格から

住民に委ねるべきではないかという考え方と、自己評価の標準化、検証を第三
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者の枠組みで行うことを重視した場合には、外部機関等の関与もあり得るとす

る考え方とがある。第三者の枠組みについては、平成１６年４月から開始され

た大学の認証評価制度において、他大学の教員が検証を行う「ピアレビュー」

が用いられている点が参考となる。 
 
 
４ 議会及び議員の住民に対する説明責任 

  
 地方議会は、議会が自らその組織及び運営に関して自律的に決定・処理し得

る権限を有しており、この自律権を行使し、それぞれの議会において、条例、

会議規則による信頼確保の仕組みの構築が可能である。 
地方議会の中には、議会基本条例等において、議会報告会の開催や議会活動

に関する情報公開など、住民に対する説明責任を規定する取組が進んでいるほ

か 21、議会活動に関する評価・公表の仕組みについても、議会が住民に説明責

任を果たす上での意義を有するものと考えられる。 
また、政務活動費については、交付の対象、額等を条例で定めることとされ、

議長がその使途の透明性の確保に努めるものとされており、議会の自律権を活

かして説明責任を果たしていくことが求められている。 
さらに、議会基本条例等において議会、議員の職責等を規定する取組が見ら

れるが、議会及び議員の活動内容等が住民に対し明確化され、一定の基準が示

されることにより、自らの活動等に対する説明責任の観点からの意義を指摘す

ることができるのではないかと考えられる。 
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地方議会に関する研究会 

 

開催要綱 

 

委員名簿 

 

開催実績 

 

  



「地方議会に関する研究会」開催要綱 

 

 

第１ 趣旨 

全国都道府県議会議長会、全国市議会議長会及び全国町村議会議長会から示さ

れている検討項目など地方議会に関する課題について、具体的に検討を行うため、

「地方議会に関する研究会」（以下「研究会」という。）を開催する。 

 

 

第２ 構成員 

研究会は別紙のメンバーをもって構成する。 

 

 

第３ 座長 

（１） 研究会に、座長１人を置く。 

（２） 座長は、会務を総理する。 

（３） 座長に事故があるとき又は座長が欠けたときは、座長が指名する者がそ

の職務を代理する。 

 

 

第４ 議事 

（１） 座長は、研究会を招集し、主宰する。 

（２） 座長は、必要に応じ、地方公共団体その他の関係団体に出席を求め、そ

の意見を聴取することができる。 

 

 

第５ その他 

（１） 研究会の庶務は総務省自治行政局行政課において処理する。 

（２） 本要綱に定めるもののほか、研究会に関し必要な事項は、座長が定める。 

  



地方議会に関する研究会 委員名簿 

 

（座長） 

小早川 E

こばやかわ

A A E光 E

みつ

A AE郎 E

お

A  成蹊大学法務研究科長 

（座長代理） 

A E大 E

おお

A A E山 E

やま

A A E礼 E

れい

A AE子 E

こ

A  駒澤大学法学部長 

（構成員） 

AE出 E

い

A A E雲 E

ずも

A A E明 E

あき

A AE子 E

こ

A  東海大学政治経済学部政治学科准教授 

AE江 E

え

A A E端 E

ばた

A A E康 E

こう

A AE二 E

じ

A  全国町村議会議長会事務総長 

A E太 E

おお

A AE田 E

た

A A E匡 E

まさ

A A E彦 E

ひこ

A  東京大学大学院法学政治学研究科教授 

A E大 E

おお

A A E橋 E

はし

A AE真由美 E

ま ゆ み

A  成城大学法学部法律学科教授 

A E大 E

おお

A AE屋 E

や

A A E雄 E

たけ

A A E裕 E

ひろ

A  名古屋大学大学院法学研究科教授 

A E斎 E

さい

AA E藤 E

とう

A   A E 誠 E

まこと

A   東京大学大学院法学政治学研究科教授 

A E髙 E

たか

A AE部 E

べ

A A E正 E

まさ

A AE男 E

お

A   全国都道府県議会議長会事務総長 

A E谷 E

たに

A A E口 E

ぐち

A A E尚 E

なお

A AE子 E

こ

A  東京工業大学大学院社会理工学研究科准教授 

A E原 E

はら

A AE田 E

だ

A A E正 E

ただ

A AE司 E

し

A  全国市議会議長会事務総長 

A E牧 E

まき

A A E原 E

はら

A  A E 出 E

いづる

A   東京大学先端科学技術研究センター教授 

A E 柳 E

やなぎ

A     A E道 E

みち

A AE夫 E

お

A   栃木県社会福祉協議会常務理事 

 

 

（※構成員は五十音順、敬称略） 

  



地方議会に関する研究会 開催実績 

 

○平成２６年 ７月１５日 第１回研究会 

 ・地方議会をめぐる議論について 

 ・論点整理 

○平成２６年 ８月２０日 第２回研究会 

 ・論点整理 

○平成２６年 ９月１６日 第３回研究会 

 ・論点整理 

○平成２６年１０月３１日 第４回研究会 

 ・議会制度及び議会運営のあり方について 

 ・地方議会の議員に求められる役割について 

○平成２６年１１月２８日 第５回研究会 

 ・多様な層の幅広い住民が議員として地方議会に参画するための方策について 

 ・地方議会における政党及び選挙制度のあり方について 

 ・住民参加の充実、住民の信頼確保を図るための地方議会のあり方について  

○平成２６年１２月２４日 第６回研究会 

 ・これまでの議論の整理 

○平成２７年 ２月 ３日 第７回研究会 

 ・地方議会に関する研究会とりまとめについて 

○平成２７年 ２月２４日 第８回研究会 

 ・地方議会に関する研究会とりまとめについて 




